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金融リース会計の生成

小野武美

内守 "，，\:， P~ -j{イシ日 γ

I 1)ース資産計上論と伝統的会計認識基準

一定期間賃借料の支払いを条件になされる財産占有の譲渡である"リース
オーナーvツプ 7'ウ γチイνグ

(lease) を巡る会計問題は，法的「所有権会計」むとも言うべき「資産の
ヨソず"'''''"'且 γ

計上に際して所有権を強調する会計慣行の為にJ"第2次世界大戦後に至る

まで会計の理論や制度の表商に弐きく現われることは無かったの

「しかし rアメリカに於いて1第2次世界大戦以来，金融の主要な手段とし
て長期日-;;<、を使う実務が，最初は不動産に於けるセーノレ・ア γ ド・リースバ

ック (sa!eand leaseback) として，そして1950年以降は設備リーλの独立し
ア角ウン タント

たピジネ兄とじて表立ってきた」ωのに伴い.r会計専門家は，この問題に関す
日イザアルエイト

る自らの立場を再考し〔始め〕た。」百〉その際.rリース賃貸人(lessor) が，

長期リーλからの収益をいっ認識すべきかという庶題も多くの注意を引いたけ

れども，関心の殆どは，リース賃借入(lessee) に対すi5会計上及び開示上の

必要条件へ向けられたJ"のである。従って戦後アメロカに於けるリース会計

論，特にリース賃借入のリース資産(及びそれに対応した負債)計上論は，先

ずリース取引の「普及」を，そり形成基盤として展開されたものであると考え

て良いであろう。

1) lowitt's Dictionary oJ English L叫 p.1074 
2) Defliese. p. 353. 

3) Donalds佃 andPfahl， p. 555. 
4) Walker and Baughn. p. 381 

5) Meyer， p. 150 
6) Ibiムp.150 リ ス契約は，一般の賃貸借契約とは区別されるものであるから，以下レサ
(1，沼田)79-ひPレシーClessee)を失々 リース賃貸人及びリース賃借入と訳出する ζとにする。
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しかしながら，この過程を単に「リースの普及ー→リース資産計上論の形

成」として解釈することは，余りにも単線的な見方であると言わざるを得ない。

確かに戦後に於ける「リースの広範囲に豆る分野での利用により，それは，何

か全く新しい外観を得たように見えるJI)が Iリースの基本思想は， アング

ロ・アメリカ的法体系として我々白知っているものD起源印ミら今日に至るま

でコと同じ位長い間知られてきたJ"ものであり，更に後述するように，不動

産のリ スは量的にも広範に行われていたと考えられるので，単に戦後アメリ
イヲヲシ.，

カに於げるリースの「量的拡大」を以って， リース資産計上論の「突然の噴出

に対する合理的某礎」ω と着倣すことは出来ないのであるn

寧ろそのような量的拡大を支えた「リース取'llに関する新しい形態の発

展J10)という「質的変化」に対してより注意が払われねばならないであろう。

何故なら，法的所有権に基付く伝統的な会計認識基準の下では， リースのよう
イグセグド"ー ョνドラタト

な「未履行契約J'川こついては「負債も資産も記録されるべきではない」山

という基本原則が存在するので，その中でリース資産計上論を根拠付ける為に

は，リース取引が(その法律的構成はともかり少なくともその経済的効果に

於いて，資産の所有及びそれに対応した負債と同等であるという現実的条件が

成立する必要があった，と考えられるからである。そのようなリース取引の質
ヲイナνvヤル

的変化は，所謂「金融リースJ13)の出現として言われるが，それを背景にし

て， 方では「将来の支払いをなすというリース賃借人の紅ト5i1:l:， C資金の〕

借手によりなされる約定と事実上同じであ」凶り，従って「ロースの上でのC将

7) Childs. p. 110 
8) Cook， p. 145. 
9) Ibid.. p. 145 
10) A出OUTltants'Handbook， Section 2.0， p. 52 
11) 12) Ibid.， Section 20， p. 52. 
13) V，田 cil， p. 122 金融リース (financiallease)という棋士を最初に使い始めたりは R.F.ヴ
ァソ γルであると言われる〔花堂。 70ベージ)がz その場合主に設備リースが念頭に置かれてい
た CVancil.p. 122.)。本稿では設情リーλばかりでなくセール・アソド・リースバックも古b
て「代替的金融方法Jとしてのリースを金融リースとして考えることにする。
14) Pond. pp. 45 f 
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来支払い額は7契約的負債J15)であるという認識が成立し，他方では「リース
アνン"'γ ト
契 約に関する事実が，企業の債権者にとって C他の負債と同様に1特に重要

〔且つ必要1なものとなJ16)っていったと考えられるのである。

従って以下本稿ては， リース資産計上論形成の現実的条件となった金融リー

スの特徴を拍出L そのような「企業実務に於ける〔リ ス形態の〕変化が，

会計上中資産及び負債概念D変化をもたらした」叩過程を検討することによっ

て，現代リース資産計上論の特質と限界を見極めていきたい。

n 金融リース以前のリース会計

第2次世界大戦後に至るまでリースに関しては般に. r賃借料が前もって

支払われていないのならば，資産として帳簿に記入されるべきではない」山，

或いは「ロースの条件が，賃借料のような定期的支払いのみを要求しているな

ら， リーλ の価値は，通常帳簿上には現われないであろう」同とされ， リース

賃借入にとってその資産計上が会計問題と仕ることは無かった。それは当時の

リースの殆どが，不動産リースであり〈それは勿論広い意味では「長期金和J

の性格を持っと言えるが).あくまで「長期契約」として認識されていたので，

契約自体を「資産化」するという考え方のない伝統的な会計認識基準の下では，

資産計上され得なかった為であると考えられる。

以下金融リース会計の問題に入る為の予備知識として，金融リーλ前史を簡

単に辿り，又そこでの会計官一瞥しておく。

「一定期間一定の対価で土地を賃借する実務は，初期ローマ帝国にまで遡

る J~O) と言われるが. r長期土地リースり〔実務的・法的〕体系が，洗練され広

15) HyltOD， p. 123. 
16) Ibid.. p. 117 
17) Bedford， p. 591. 

18) Finney， ch. 42. p. 3 
19) Kester， p. 315. 

20) Mo乱1ichael，p. 11. 
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く実践されたのは，イギリ旦に於いてであった。J2Dこのような「一定年間の土

地の賃貸借J22)，又はその「賃借権」叩，更には「賃貸借の下で保有された土

地JWそのものを指すリースホールド(leasehold;lease for term of years 或

いは termof years とも言われた〉が，円、つごろから実際に存在してイギリ

ス不動注法の 隅を占めるようになったかについては，その確実な時期を決定

1るこは不可能である，とL、われている」聞が，その存在は文献上ノルマン征

服直後にまで遡ることが出来るようである加。そり後退代に宣って産業本命期

に於いて， リースは，工業企業者により「作業場賃借制」として広〈活用き
4トヤトル

わし27)，又 119位紀に於汁る動産の比較的長期のリースが，不動産のリ一見から

発達LたJ28)とも言われる。

との上うな「定期賃借権，特に長期のそれは，専ら主にイギリスの植民地開

拓者が定住していたボノレティそ7やフィヲデノレフィアといった都市に於いてs

初めてこの国〈アメリカユへ導入された。」叩アメリカでも初期のリースの対象

は主に農地であったが， 19世紀後半から20世紀前半にかけて殆どの大都市の開

発に長期土地日一九が利用されるようになり'"う又持株会社制度の発展以前に

は，鉄道会社の企業合同 (combinaion;consolidation)の手段としてリーユが

21) lbid.. p. 12. 
22) 甲誌 18G、-vo
23) 主主辺.20ヘ ジ。
24) Jo加 U'sDictionary 01 English Laω， p. 1077. 

25) ノk本(1966)，17へジ。
26) Pollock and Maitland. p田 111 初期白リースホールドは，へネフィシャル・りース Cbenefi
ciallease) と呼ばれ，主に貸付金の担保白手段として土地を保有するもりであった (Ibid..p. 
112.)が，その後ハズバンドリー.1)-ス (husbandrylease)が.1リースボ ルドの支配的部
升JC甲斐， 194へージ〕となり. 118世紀後半にいたり，第2次エンク戸ージャーの過程をとお
して.[一般農民のリースホールダ か農業労働者かへの分裂が〕全般的かつ徹底的に現象化し」
C7J;本(1966)，85ベー :/u 倶し原文中の漢数字は算用数字に直しャある〕て. r19世組中葉前
後には，地主 〔リースホ}ルダたる〕農業資本家封働者0)3分制度が完全に出現し，近代

的土地所令が典型的に展開されるJC水本 (19m)，28ベ ジ，漠数字は算用数字に直してある〉
ことになゥアご。
27) 大河内I 147-163ページ。
28) Clark， p. 4 
29) McMichael. p. 14 
30) Cohen. p. 18. 
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利用されていた刊。

それ以外のものとしては，パーセンテイジ・リース〔毎期の賃借料を賃借物

から得る売上高又は利益の一定率とするもの)，鉱物リース(特に石油採掘で

利用されたパーセンテイジ・リ スの特殊化されたもの)，販売リース(特定

製品の製造業者により販売手段として利用されたもの〕等叩が I第 2次世界

大戦の終結に続く平時〔に於ける日一λ〕の拡大以前」副〉に於いて見られたリ

ースD利用形態であり，夫々「可成りの重要性を持っていたが，しかし，夫々

に必要とされる特別の条件の為に， c戦後のリーユに見られるコ金融手段とし
てのより広範な利用を得ることは無かった」刊のである。

とうした金融リース以前の状況の下で， I会計学士献は，長い間次のような

〔会計処理〕政策を唱道し，そして会計実務はそれに従ってきた〔と言って良

いであろう〕。

・リースにより要求される賃借料は，それが充当された期間に記録されるべ

きである。
ラングサムプレミ H

・リースの為に支払われた前払い金又は一括〔前渡し)料金のみが， 日一見

期間に亘って償却されるコストとして考慮に入れられるべきである。」同

従ってリース(ホーノレド〕を巡る殆ど唯一の会計問題は， r一括前払いでな
された将来年度の賃借料」聞の償却方法に関するものであったと言っても過言

ではないであろう。それについて若干付言すると，償却の前提となるリースの

「前払い支払い額は，通常前払いしなければ支払われるであろう定期的賃借料

の〔害何日現在価値として計算されJ;'l7).その償却方法としては，定額法・年
デnνエイシ盟 γ アアンド Jソツド

金法・減価償却基金法等が挙げられてし、た'"。就中年金法が「主にリーλ

31) Burtchett and Hicks， p. 552 
32) Cohen， pp. 19-21 
33) lbid.. p. 21 
34) Ibid.， pp. 21 f. 
35) Cook， p. 153 
E6) Leake. pp. 134f 
37) Finney， ch.42. p. 3 

38) Portcrs， p. 535 
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r~ ιイテタ".

の為に使われるJ39}方法として提唱され山， 1イギリスでは ・年金法が，

通常適明されj41)ていたのである山。

111 金融リース資産計上論とその背景

「第2次世界大戦の終結以来，長期日ース技法の適用〔領域〕に於いて相当

の拡大があった。J4-3)即ち， 1セーノレ仁・ア γ ド・〕 リーλパッグや他のタイプ

のリース契約が， 仁最初は〕チェーンλ トアーやデハート，そして〔後には〕

他の多くの産業に属する会社による土地・建物・設備の利用〈権)を得る手段

とし℃段々普及して来た」叫のであるが，それに伴い「ロース金融についての

論争IJ:， .. 殆ど専らその会計土の処理に関するものであ勺た」山色言われる

程， リース会計問題がクローズ・アップさわた。就中 ICA.M.]キャノンの論

文と cc.G.] プローの論評が.c長期リースの会計つ問題に対する注意を呼び
起すのに重要な一歩となったJ46)と言われる。例えば，キャノ γは， リース会

アモチイゼイタBγ

計問題に関する 11つの答えは， リースホーノレドを償却すべき固定資産と
オヲリグイクヨ γ

して. [将来〕賃借料〔支払い7債務を固定負債として示すことかもしれ
ないJ47) tし，又当時アメりカ会計士協会 (AIA)会計手続委員会 (CAP)の

39) Jbid.， p. 345. 
40) 例えば， Dicksee. pp. 18-27; Couchwan pp. 101-108 
41) Montgomery， p. 333. 
42) このように第2次世界大戦前にIYといては，一般に「賃借料定期払い」の場白白リ ス資産計よ
は無視されていたが，全〈論じられていなかった訳ではなし、。例えば. W.A へイトン~ E. A. 
スティープソソンは. r或る場合にはリースは，その対価が年々の支払いでなされる時でさえ，
りース賃借入の帳樟上田資産を構成することが主張されるかもしれない。 …. [そしてそれに]
伴う貸記は，品書手』旬に剰余金主は何らかり所有主勘定に対してなされるであろう oJ (Paton and 
Stevenson， p. 541.)と言、、，又 P.J.日号イタ 2析は，その説を受けて，ベイトソ=スティ

" ，デ~? グァ胃旦忌ー

ーフンソンり「所謂〔リース0))戦略的価値は. wのれん~y.は何らかの無形資産と同等のも

Dであろう。[それに対応する〕賞記は if'zlj長~*剥"~孟 j~起こなされなければならな
いであろう.J (Reiter，Jr.， p. 173.) と言っていた。しかしこのような所説が，実務や理論に広
く受け入れられた形跡は見当らない。
43) Cohen， p. 22 

44) Gordon ancl Slillinglaw. p. 394 
45) Vanci1， p. 122 

46) Bornemann， p. 231. 
47) Cannon (1948)， p. 319 
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デイ νタグー オプ リサーチ

研究部長であ勺たプロ-i" rこの[リーλに関するコ情報は財務諸表
に非常に関係しているので，我々の意見では，財務諸表の本体又は脚注で表示

されるべきであるJ48)と提言した4的。

このように戦後アメリカでリ一月会計論，特にリース資産計上論が大きく取

り上げられるようになったのは，従来の不動産の長期的利用を中心とするリー

見契約に対して， r所有ゃEEi福天の代替手段としての新しい長期リース契約
〔の出現〕により ! 会計専門家の問で〔それについて〕どの程度開示がなき

れるべきかという問題に関する真剣な調査が行われるようになった」聞からで

ある。従って次にリース資産計上論の重要な背景をなした「金融リース」の展

開過程を跡什けることにしたい。
ーマミヲ畠，テイシ園 Y

金融リースの初期に於いて「最も広まった現像の 1つは， 所謂『セ

ール・ 7γ ド， yースパ y ク』契約であJ5Dった。通常セーノレ・アンド・リース

パックは，次の 2ワ白形態に分けられる。 (1)会社が現在所有し亡し、る資産を売

却し，それを直ちに買主=リース賃貸人からリースする， (2)会社が一旦資産を

〈自己資金又は借入金で〉購入~，それを売却した後宜ちにリ -Äする，の 2

つであるm。当時の「全てのそのような〔宅ーノレ・ 7:/ド・リースハッグ〕取

引で使われたパターンは， u日日は様々であったにしても夫々〉大きく異なる
ものではなかった。」山即ち，売手=リース賃借入は，リース期間に豆り当該財

産を占有し，全ての不動産税・保険料・維持コエトを負担~，又リース更新以

48) B10ugh (1948)， p. 248 

49) キャノンやプローの提言は，主にリースの「開示」に関するものであったが， J. H.マイャー
ズや P.キルヒャーは， ，測定」方法にまで立b入っ℃夫々 次のように言っ口、た。，貴惜対照
表上にはリースホールド債務D現在価値が，その性質。頬但性により他の社債と殆ど同様に計上

されるべきである。[そしてそれに対応した〕資産は，他の固定資産と共に表示すべきである.J
7"~"そ".."圃'"

(Myers (1948)， p. 293.): rリ ス〔契約1から生ずる確 定した負債を負った会社ほ，当
該債務の割引 L現在〕価額を示すべきである。....[それに伴うリース賃借人の〕権利は，財務
諸表に於いて何らか0方法で認識されるべきである.J(Kircher， p. 389.) 
50) Bornemann， p. 231. 
51) Cohen， p. 15 
52) Rossell and Frasure， p. 221 
53) Business W昨k(Apdl 17， 1948)， p. 96. 
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前の契約期間中に当該財産のコストを償却し尚且つリ一九賃貸人に十分な利益

を与えるような賃借料を支払う乙とを条件に， 20~30年間のリース契約を結ん

だのである。更に殆どの場合更新条項があり，より安い賃借料でリースを継続

できた刊。いずれにしてもリース賃借入は，資産を「売却」することによって

投下資金を回収し，尚且つリースによって当該「売却」資産の占有を継続出来

た訳である。従って「非常に多〈の場合セーノレ・アンド・リースバッグ取引は，

単に会社により既に所有されている資産に対する担保付き借入れの簡便な形態

であ」闘った看倣すζ とが出来るであろうロ

このような「長期リース技法の発展は 金融上の必安に応じて起って来

たJ56)ものであった。先ず資金の需要側=企業のみでは，戦後四平時経済の拡

大により，新たな資本が必要とされたが，金融規模と伝統的金融技法の限界の

為に新にな方法が求められていた町。そうした中セ ル・ア y ド・リースパッ

クは，他の金融方法に比して，より多くの資金が得られ，一般の金融方法に於

けるような制限がなし税務上有利であり，更に貸借対照表をドレλ ・アップ

する等D利点'")に上 h新たな方法として受け入れられたのであった。

それに対して資金の供給側=投資家の方では，投資対象の不足，利用できる

投資対象の低い収益率，投資資金の増大，信託財産の営業費用の増大，等に直

面して59〉，高利回りと投資元金の相対的安全性が見込める00)七ーノレ・アンド・

ロースパッグを新な投資対象とし始めたのである。

セール・ 7γ ド・リースパックの古い例は，既にイギリスで1882年に見られ

54) Ibid.. p. 90 

55) Acco!川tants'H andbゅoιSection20. p. 55 
56) Cohen， p. 22. 
57) 1 bid.， p. 22 

58) Cary， p. 39.特に「租税の明面が，重要であり，多〈の場合支配的要因であったJ(Ibid.， p. 
16.)。租税上自有利性は， 質惜料が 般に蹴冊償却費よりも高<，又土地への投資の償却が可能
になる，等によるものであった (Bornemann.p. 230.)。カも1954年の内国歳入法による加速償
却万出の容認及び1962平り減価置却指針ιより前者の利点は減ったとされる (Mcl出 n，p. 18.)。
59) Cohen， p. 15 
60) Cary， p. 27. 
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るようである叫が，アメリカでは1936年にセイフウェイ・ストアーズ (Safe.

way Stores)によってなされたものが最初であるとさる6ヘやがてそれは，士主
チヤりタプル'イ >'A'J'イテ:L_C/冒

命 保険会社や大学・慈善団体を主要な投資家として普及していった開。

特に生命保険会社による投資目的の為の不動産取得を許可甘る乙とを内容とす

る各州保険法の変更に伴い，その規模は著しいものとなっていった印。(因み
ライフ イ yγーアヲソスオヲイシヤルズ

に1950年当時の生命保険局の見積りによると，セノレ・アンド・リ

ースパックによる投資額は， 1945年以来3億 5千万ド凡増大したとされる叩。〉

その後七ーノレ・アンド・ロースバックは，不動産ばかbでな〈製造業資産へも

適用されていった。 例えば， 194.7年にはエグイタプノレ生命保険が，ウエステイ

ングハウス・エレクトりヅクやフロイホーフ・トレイラーから資産を購入しそ

れをりースパックL，又ニューヨーク生命保険もコンテイネンタノレ・キャ Y と

セール・アンド・リーユハック契約を結んだ6e'。

更に1950年以降になると貨車，自動車やトラックなどを手始めに設備リーλ

を営むリース事業が行われるようになり 67)，1952年 5月には，最初の独立した

Uーエ会社と Lて H ショ ンフェノレ}によりiU.S リース会社J(the Uni. 

ted States Leasing Corporation) が設立され附，その後のリース事業の飛躍

的発展を見るに至ったのである則。設備リースの具体的契約条項は， 日一九賃

借入の信用状況や設備の陳腐化リスグ隼により影響を受けると思われるが， {日j

61) Ibid.， p. 1 
62) Cohen， p. 22; Busiηe.ss Week (April 17， 1948)， p. 100. 

63) Abrams， p. 674 これらり機関は，当時完全に又は殆ど完全に，所得に関Lて免税されていた
機関であり，リースから得られる賃貸料収入も免税されたので，也 ルーアシド リ スパック
取引で断然有利な地仲に立っていtc訳である CAnon..p. 694.)n 
64) Bornemann， p. 225 このような州法。改正は， 1942年グァージエア州でなされたものが最初
であり， その後45九 47年に各州へ波及してい 3た。それ以前土保による不動取得は，そ町事業白
遂行の為に使われるもりや抵当流れとして取得した財産に限られていた(I訂正.p. 225.)。
6め Abrams，p. 676 

66) Boremann. p. 228; Cohen， p. 28; Bust'ness Week (January 18， 1947)， p. 70 
67) Ross， p. 428; Cohen. p. 30;βusiness Week (April 1， 1950)， p. 80. 
68) Clark， p. 11 
田〉 例えば， 1958年当時約15億ドルの資本設備がりースさ九それは1953年の 3惜であったと言わ
れている CBusinessWeek CApril 11. 1959)， p. 90.)。
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えば，ポストン連邦準備銀行の1961年に於けるニュ}イングラソド製造業60社
オグショ γ

に対する調査によると， リーλ期間平均5年，殆どのリースが更新選択権又は

買取選択権を含んでおり 70)，X総リーユ料は，設備原価の115から136%位であ

ったと言わオもているす"。

以上見られるように戦後アメリカに於けるリ-;;は，伝統的な不動産リース

からセール・ア γ ド・リーァ、バッグ，更に設備リースへと「企業が必要とする

かもしれない殆どあらゆるタイフ聞の固定資産をリースするJ72)方向へ左展開し

ていった。そしてセール・アンド・ロースバッグの場合には「資金jの獲得，

設備リースの場合には「資産」の獲得という相違はあったにせよ，そこに一貫

して見られたのは「他の金融手段の代替【方法】としてのリース〈という法形

式〕の採用J73)ということであった。

IV リース資産計上論の制度的指針と金融界に於ける受容

前述の如く資産の「延べ払い購入或いはじ資産を担保にした〉借入契約満了

時の再購入の性質を多分にもつJ74)金融リースの出現により， i資産のロースと

購入は，特に後者が負債により調達された場合には，実質上同じ取引であるJ75)

という現実認識が形成され， iそれ故長期リースによってもたらされる仁資産

及び〕負債を記録することは， [伝統的な会計認識基準に於いても〕適当であ

り，恐らく必要でさえあるJ'T6)と考えられるようになっていった。その意味で

「リース〔資産計上〕会計は， c所有に基{~いて認識をする】資産取得に関す

る会計り 般的〔認識]パター γをを踏襲しているJ7りものとして位置付けされ

70) Cohea and Robbins， p. 439. 

71) Walker and Baughn， p. 383 
72) Gant， p. 121. 

73) Ibid.. p. 122 
74) Jeヨries，p. 94 
75) Huefner， p. 36 勿論両者の聞に，資産の「法的権利がリ ス賃貸人に残り， リ ス賃貸人。
破産請求権が抵当請求権。場合に見られない程限定されているJCCohen， p. 116.) ~という相違
があることは言うまでもない。
76) Huefner， p. 36 
77) Danos and Imhoff. Jr.. p. 567. 
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得るであろう。

こうした考え方は，その後の制度的枠組の中で定着していった。即ち，証券

取引委員会 (SEC) は， 1949年の年次報告でリース契約は「明らかに〔設備リ

ースの場合にはJ購入又は〔セール・アンド・リースバ γ クの場合には1再購

入契約であり， リース賃借入の貸借対照表の資産側にその全契約コストマイナ

ス適切な減価償却費，及び負債側に適切な表示で示された購入契約負債〔額〕

で表わされるべきである」聞とし，更にアメリカ会計士協会 (AIA) も同年10

月に会計研究公報第38号 (ARBNo. 38) として「日-7，賃借入の財務諸表に

於ける長期日ースの開示」を公表し，次のように規定した叩。

，(a)次の事項に関する開示が，財務諸表叉ば注記でなきれるべきである， (1) 
当該リ)兄〔契約〕の下で支払われるべき年々の賃借料額及びその期間，及び

(2)それに関連した重要な義務又は保証，

(b)上記の情報は，当該取引が起った年度だけでなく，その額が重要である限

bその後に於いても与えられるべきである;

(c)更に当該取引が起った年度には， 重要なセーノレ・アンド・リース〔バッ
デイテイルメ

ク〕取引の主要な細目の開示がなされるべきである。」刷

「当該〔リ}ス〕取引が実質的に購入であることが明らかな場合には， ~リ

ース』資産はリーλ 賃借入の資産中に含まれるべきであり，それと共に対応す
チヤ ， 

る負債及び損益計算書に於ける関連費用に対する適切な会計〔処理〕がなされ

るべきである。J6D

しかしながら，このような開示規定を中心としたりリース資産計上論の制度
オプク.，ト

的指針が出された後も，本来「多くの長期リース金融契約の明維な動機が，事

78) Securities and Exchange Commission， p. 181 
79) 当該「公報発行り直接的契機となったのが，セ ル・アンド・り ス〔バック]取引の増大で
めったJ(810ugh (1950)， p. 529.) ことは言うまでもないが，当該公報の「開示原則は，
[セール アンド リースバッグと伝統的長期リ スの〕両方に適用することを意図されJ(ARB 
No. 38. par. 4.)たものであった。
80) ARB No. 38. par. 5. 
81) Ibid.， par. 7 



104 (284) 第139巻第2・3号

実上負債であるものを会社財務諸表から除外することであった」聞ことに加え

て， r企業経営者は，最少限の〔財務〕報告基準に依存する傾向があった〔の
で〉 財務諸表でリースを資産計上することは(殆ど1無かったJ83l と言勺

て良いであろラ。

このように「リース資産計上について熱心な会社は殆ど無」叫く，リースに関

する情報は，せいぜいが「貸借対照表に於ける負債としてではなく脚注に埋め

られたJ8日 I~脚注』負債J~6) として位でしか開示されなかった状況が続いたり
フイナシタヤル ヨ 孟畠ティー

であるが， 金 融 界では「リースの流行により，投資ベスに於けるそ

れらの取 b扱い方が強調されるようになったoJB7l即ち r財務アナリスト〔中

金融機関等の利害関係者〕は，資産をリースしている会社の〔財務コ諸表を調

査する際に適当な調整をしなければならないJSSlという考え方が普及していっ
干ヲスト インヂンチェア

たのである。具体的には「貸付行契約や信託註書 fにつは 当該リース

〔契約7の下での賃借料が資産計上され〔それに対応した負債が財務諸表の〕

長期負債に含まれることを要すると書かれているJSg)事例が見られるようにな

っ主こ。

そこで当時の金融界のリース債務に対する態度や意見を， RF ヴァン VJレ

と RNアンソニーにより行われた調査80)で見ることにしたい。本調査は，

アメリカ・カフダの 512の金融機関等に対して第一段階の調査票が送付され，

それに対して完全な回答をしてきた 256機関の内，公式のリース債務評価技法

を使っていた 163機関に第二段階の調査票が送付されてなされたものと貸付契

約に於けるリースへの制限条項に関して1310社へ調査票が送付されてなされた

82) Ingli~， p. 174 

83) Nelson， p. 57. 
84) Vatter， p. 23!l 

85) Gant， p. 122. 

田.) Walter， p.田
87)88) Cohen and Robbins， p. 207 
89) Spacek， p. 46. 
90) Vancil and Anthony， pp. 113-1.'10. 
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ものとから構成されている目。

その結果256機関の内77%が， リースに関して公式の評価技法を用いており

(必ずしも“リースの資産・負債計上"という訳ではなしゅ))n). 又アナリ λ

トの81%が長期リーλ を負債と同等であるとしていた目、又“制限条項"に関

しては， 356社白回答企業〈但し公益事業会社33社を除く〉の内91社が， 日一

月に関する制限条項を付されており，これは一般の負債制限条項を付されてい

る企業の47%であった刷。

従ってリース資産計上論が， i一般に認められた会計原則」になる以前に於

いても，利害「集団は，貸付契約に対して一般に認められた会計原則 (GAAめ

とは異な石〔リース資岸計上というう会計測定ノレールを選択するJ95)傾向があ

った訳である。そしてこのように「ロース賃f昔人の〔ロ-7-以外の〉他の種類

の負債を負う能力を測定する際の長期日ースの重要性が，銀行・保険会社及び

その他の貸付機関により広〈認められるようになってきたJ96)ことが，企業の

会計実務に於けるリース資産計上の重要な要因になっていったと考えられ町，

又それによってリース資産計上論受容の環境が形成されていったと思われる。

V リース資産計上論の限界

戦後アメリカに於けるリース資産計上論は， リース取引の内実が実質的に金

融取引へ変化したことを現実的条件として形成され，又それは，そのような

「現実」を実務界が「認識Iすることによって強化されていった。従っ亡日一

91) lbid.. pp. 113 f 
92) Jbid.， p. 115 
93) Ibid.. p. 126. 
94) Jbid.， pp. 123 f 
95) LヒCtwicll，p. 23 
96) Rickey， p. 54. 
97) 例えば，レンカ ト エレクトリック社心副社長であったK.R.リッキ によると，同社は
i1958年後半にリース会計問題に関して，詳細に監査人であるアーサー・アンダーセン，銀行及
びその他の金融〔界〕の人々と議論した。(そしてその創会社。財務諸表にりース L契約
に伴う〕権利及び債務を表示する新しい方法を採用したJ(Ibid" p. 51.)のである。
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ス資産g-;上論は，確かにその手続きに将来支払い額の現在価値への割引きとい

う「原価基準会計からの危険な離脱」闘を含むにせよ，基本的には伝統的な会

計の枠内に於ける部分的修正として捉えられるであろう。「しかしながら， (こ

れは〕実質的に購入でないその他自リースについての〔会計〕報告がより困

難」ω〉になったことを意味する。何故なら代表的なリース資産計上反対論者で

あった A. Vーゼスが述ベたように， iリースが事実土〔資金の借入れ又は設

備の購入に伴う〕負債を示すものである場合にはJ100) 当該リースは， iリー

スという用語を使っているかもしれないが〔事実上〉法的には負債取引であ

るJ101)という解釈が成り立ち，従ってそのような「限定的なリーλ」の資産計

上を以って直ちに全てのリ-;<の資産計上を根拠付けることは出来なかったか

らである。

勿論1962年に J.H.マイヤーズにより公表された会計調査研究第4号「財務

諸表に於けるリースの報告」で示された，金融リ一月であると否とに係わりな

く全てのリースの「契約リー只支払い額の現在価値が，貸借対照表上の資産・
ヅロ εティー ヲイド

負債の中に計上されるべきであるJ102lという所謂「財産権〔文は)(財産利

用権)J103lアプロ}チに基付くリース資産計上論も， もう 1つの流れとしてあ

った訳であるが"ペその後の制度的枠組みに於いては，会計原則「審議会
タライテリ p

(APB)は， [リーλ資産計上に〕適用されるべき重要な基準は，リースが

実質的に購入であるかどうかであると結論付けたJ'附 L，文財務会計基準審議

会 (FASB) により決定された「リ一月賃借人に適用される基準書第13号の会

計規定は，概ね (APBが決定した〕意見書第5号を踏襲しているJ10slもので

98) Cook. p. 161 
99) Bedford. p. 592 
100) 101) Zises， p. 19 
102) Myers (1962)， p. 38 
103) McO壮 Jlersand Schroeder， p. 431 

104) 財産権に基叶〈リース資産計上論は， i契約[価値]資産計上の問題は， リ←ス資産計上から
司 u トu ト ァフ>0νテイ，y

発展LたJ(Ij山(1980)，p. 86.)と言われるように， i契約合計J(Ijiri (1975)， p. 130.) 
の考えへとつながるものであった。
105) McCullers and Schroeder， p. 481 
106) ]b;d.， p. 433. 
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あった。

このようにリースに関する「全ての情報を伝統的な〔会計の〕資産及び負債

の〔概念〕形式へ組み込もうとする試みJ107)の下では Iリース賃借入は， ー

ストヲクチユア

般に資産計上される必要が無いようにリ 月契約を組もうとするであろうJ10S)

から I実際問題として， リース資産計上の為の会計ルーノレが部分的に無効に

されてきたJ'加ことは杏定できないであろう。従ってその後も 「リース会計

f問題Ji;t.・ 会計プロフェッションにとって.その外観上解決不能でいらだ

たしい問題領域の中で高い位置を占めJ110)続けることになったのである。

(1986. 2. 20) 
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